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１ 放送番組制作業の事業者構成（資本金、従業者規模、放送媒体の別） 

 

資本金５千万円未満の事業者が全体の８０．２％、放送番組制作に携わる従業者が１００

人未満の事業者が全体の９２．６％と、放送番組制作事業者の多くは中小事業者である。ま

た、制作している放送番組の放送媒体別事業者構成をみると、９割以上の事業者がテレビ

番組制作を行っているほか、約３割の事業者がラジオ番組制作、約１割の事業者がデータ

放送番組制作を行っている。 

 
 
＜資本金別の事業者構成＞ 単位：％（構成比） 

69.2 11.0 12.2 5.2 2.3 

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

３千万円未満 ３千万円～５千万円未満

１億円～１０億円未満

５千万円～１億円未満

１０億円以上

 
※四捨五入を行っているため、合計が必ずしも100％にはならない場合がある（以下同じ）。          n=344 

 

 

 

＜放送番組制作業務に係る従業者規模別の事業者構成＞ 単位：％（構成比） 

26.2 54.2 12.2 6.8 0.6 

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

１０人未満 １０人～５０人未満
５０人～１００人未満

１００人以上～３００人未満

３００人以上

 
                                                 n=336 

 
 
 

＜制作している放送番組の放送媒体別の事業者構成＞ 単位：％（構成比） 

4.9 
65.7 19.8 

3.8 

4.4 1.5 

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

テレビのみ テレビとラジオ

テレビ

ラジオ

ラジオのみ

テレビとラジオとデータ

テレビとデータ

その他

 
                                                 n=344 

 

別 紙
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２ 放送番組制作業務の売上高 
 

平成１９年度の放送番組制作業務の売上高の合計は総額で約２,６３７億円、一社当たりの

平均売上高は８億５,１００万円（対前年度比１２．７％増）となった。なお、サンプル数が毎年異

なるため、前年及び本年調査の両方に回答した企業について資本金規模別に比較すると、資

本金５千万円以上では対前年度比１７．９％増となっているのに対し、資本金５千万円未満で

は同７．４％減となり、中小事業者の平均売上高は減少している。 
 
 
 

＜放送番組制作業務の一社平均売上高＞               単位：百万円 
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＜放送番組制作業務の資本金規模別一社平均売上高（２ヵ年共通回答企業）＞ 

               単位：百万円 
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３ 設備投資額の推移 
 

平成１９年度の放送番組制作業務に係る一社当たり平均設備投資額は２，２７８万円（対

前年度比２４．０％減）となり、平成１６年度以降、減少傾向が続いている。 
 
 

＜放送番組制作業務に係る一社平均設備投資額＞           単位：万円 
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0%

（7.2％減）

 
※各年度とも「建物及び建築物」、「機械及び装置」及び「その他」のいずれかに回答のあった企業について集計 

 

 

４ 従業者一人当たりの給与総額の推移 
 

平成１９年度の放送番組制作業の従業者一人当たり給与総額は４３６万円（対前年度比４．

２％増）となった。 
 

＜放送番組制作業務に係る従業者一人当たり給与総額＞         単位：万円 
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16年度

（n=115）

17年度

（n=147）

18年度

（n=116）

19年度

（n=214）

全産業の従業者

一人当たり給与総額

放送番組制作業の従業者一人当たり給与総額
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給与総額の対前年度伸び率

 
※全産業の従業者一人当たり給与総額は「経済産業省企業活動基本統計調査」から算出（平成19年度は現時点で公

表前のため不明）。放送番組制作業の従業者一人当たり給与総額は、放送番組制作業務に係る給与総額を当該給与

総額に回答のあった企業の放送番組業務に携わる従業者数で除して算出。なお、放送番組制作業務に係る給与総額

には福利厚生費、退職金、退職手当引当金繰入額を含んでいる。 
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５ 制作番組の権利関係 
 

（１） 番組制作の企画 

放送局からの企画持込が４８．４％（対前年度比８．５％減）、代理店からの企画持込が 

１５．６％（同８．２％増）となった。ただし、今回新たに調査対象に加えたＣＭ制作事業者を

除いて比較すると、平成１８年度と１９年度で大きな差は見られない。 
 

       単位：％（構成比） 

54.4 

48.4 

56.9

31.8 

29.2 

28.3
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15.6 

7.4

1.2 

2.3 

2.2 

4.7 

4.4 

5.1 

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100 

（再掲）新規調査対象の

JAC会員社を除く集計

平成19年度(n=268)

平成19年度

(n=304)

平成18年度

(n=226)

放送局からの企画持込み 自社からの企画持込み

代理店からの企画持込み
企画入札契約

その他

 
※ＪＡＣ＝社団法人日本アド･コンテンツ制作社連盟（ＣＭ制作事業者の業界団体） 

 

（２） 二次利用の権利 
 
放送番組制作事業者が、いつでも放送できるよう完成した番組として放送局に納品（い

わゆる「完全パッケージ」納品）した放送番組のうち、放送番組制作事業者が自由に二次

利用できるものは３．５％（対前年度比０．３％減）、放送局が自由に二次利用できるもの

は２６．３％（同９．１％増）となった。なお、後者の比率を資本金規模別にみると、資本金５

千万円以上では８．９％、５千万円未満では７３．１％である。 
 

 単位：％（構成比） 
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(再掲)
資本金5000万円未満

平成19年度(n=125)

(再掲)
資本金5000万円以上

平成19年度(n=28)

平成19年度

(n=153)

平成18年度

(n=133)

自社の意向によってのみ二次利用が可能（放送局の了承は不要）

自社と放送局の合意により二次利用が可能

放送局の意向によってのみ二次利用が可能

自社と放送局どちらか一方の意向のみで二次利用が可能

 
※放送番組の二次利用とは、放送番組の当初の放送（一時利用）後に行われる放送（再放送）、インターネット配信、

複製（ビデオ、ＤＶＤ製作等）等の放送番組の利用のことをいう。  
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（３） 二次利用の状況 

 

自社の意向で二次利用可能な放送番組について、実際に二次利用を行っている放送番

組制作事業者は７１．２％（対前年度比３．１％減）となった。 

 
単位：％（構成比） 

71.2 

74.3 

28.8 

25.7 

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100 

平成19年度

(n=198)

平成18年度

(n=183)

二次利用している 二次利用していない

 
※そもそも著作権を持っていない事業者やＣＭのみを制作している事業者を除いて集計。 

 

 

（４） 二次利用の形態 

 

放送番組の二次利用を行っている放送番組制作事業者の半数以上は、「再放送への

利用」（７１．６％）や「ビデオ化」（５６．０％）により二次利用している。なお、インターネット

による配信（２４．８％）が対前年度比４．２％増となっている。 
 
 

単位：％【複数回答】 
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出版への利用
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番組素材やフォーマット等

のコンテンツの利用

ケーブルテレビ放送番組としての利用

インターネットによる配信

衛星放送（ＣＳを含む）番組としての利用

ビデオ化（ＣＤ・ＬＤ・ＤＶＤ・

ＣＤ－ＲＯＭ化を含む）

再放送への利用

平成18年度

(n=136)

平成19年度

(n=141)
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（５）放送局との取引関係 

取引を行っている放送局から物品・役務の強制的な購入・利用要請を受けた経験があ

ると回答した放送番組制作事業者は５．５％、資本金規模別では５千万円以上で０％、５

千万円未満で６．９％となった。 
 

単位：％（構成比） 

6.9 

0.0 

5.5 

80.1 

79.4 

79.9 

13.0 

20.6 

14.5 
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(再掲）

資本金5000万円未満

平成19年度(n=276)

（再掲）

資本金5000万円以上

平成19年度(n=68)

平成19年度

(n=344)

ない 無回答ある

 
 

６ 経営上の課題、問題点 
 

放送番組制作業の経営上の課題や問題点として、「受注量の安定」（７０．５％）、「受注単価が

低い」（６８．４％）、「経験者・熟練者等の人材の確保」（５５．９％）、「コンテンツ制作能力の充実」

（４９．２％）、「社員教育の充実」（４６．５％）等が挙げられる。また、厳しい経済状況の中、「受注

量の安定」「受注単価が低い」に加え、「資金調達」（３２．２％）の比率が急増傾向にあるのが特

徴的である。 
 

単位：％【複数回答】 

12.5 

18.2 

22.5 

29.8 

31.6 

32.2 

32.8 

38.0 

46.5 

49.2 

55.9 

68.4 

70.5 

18.3 

15.3 

20.2 

26.0 

31.3 

21.8 

37.0 

40.5 

46.6 

49.6 

56.5 

66.0 

64.1 

12.8 

18.4 

17.9 

29.9 

32.9 

17.5 

26.5 

36.8 

51.7 

46.6 

58.1 

59.8 

57.7 
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放送局との取引慣行の

公正性・透明性が低い

放送番組の流通に係る

権利許諾手続き

人件費が高い

放送のデジタル化

施設・設備の高度化

資金調達

機材価額が高い

マーケティング力の強化

社員教育の充実

コンテンツ制作能力の充実

経験者・熟練者等の

人材の確保

受注単価が低い

受注量の安定

平成17年度

(n=233)

平成18年度

(n=262)

平成19年度

(n=329)

 




